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高レベル放射性廃棄物の地層処分実施に向けての取組を強化するために

（案） 
 

平成１９年６月１２日 
原 子 力 委 員 会 

 
 原子力委員会は、今般、経済産業省より、特定放射性廃棄物の最終処

分に関する法律等の一部を改正する法律が成立したので、原子力政策大

綱において取り組むことが適切とされた超ウラン核種を含む放射性廃棄

物のうち地層処分を行う放射性廃棄物及び海外から返還される放射性廃

棄物の取扱いに関連する制度の具体化と併せて高レベル放射性廃棄物の

処分施設建設地の選定活動への取組強化に向けた検討を有識者の知見を

得つつ行うとの報告を受けました。 

原子力委員会は、後者の検討に当たっては、本委員会が３月１３日に

公表した見解で特に配慮するべきとした事項を踏まえ、以下の点にも留

意すべきと考えます。 

 
（１）地層処分方式の安全に関する国民の学習機会の充実 

地層処分の対象となる高レベル放射性廃棄物のガラス固化体が既に

国内において安全に貯蔵されていることや、独立行政法人日本原子力

研究開発機構（以下「ＪＡＥＡ」という。）及び原子力発電環境整備機

構（以下「ＮＵＭＯ」という。）が欧米の専門機関とも協力して行っ

ているこの処分を安全に実施するための技術やその安全評価について

の研究開発の成果などについて、国民が学習できる機会が極めて不足

しています。国、ＮＵＭＯ及びＪＡＥＡは、こうした研究開発成果の

最も重要な利害関係者は国民であることを強く認識して、この状況を

抜本的に改善し、この処分方式の安全に関して国民が学習できる機会

を充実するべきです。 
 
（２）地域における相互理解促進策 

ある自治体が処分施設建設地の選定に係る調査受入れに応募できる

ためには、その基礎自治体はもとよりその存する広域自治体において
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も多数の住民が高レベル放射性廃棄物の地層処分に関して理解してい

ることが重要です。このため、当該基礎自治体の生活や産業を支える

住民等の積極的な参画による勉強会活動が活発になされることは勿論、

それが自治体境界を越えて面的に展開されることが重要です。そこで、

国や自治体はこうした活動のための環境を整備するべきですし、ＮＵ

ＭＯ及び電気事業者は、こうしたことに配慮してこれらの活動に信頼

される情報提供を幅広く行うなど、このような住民組織との連携によ

り相互理解活動を効果的に推進していくべきです。 
 
（３）処分事業と立地地域の共生 

処分施設の立地は国民全体に利益をもたらすものですから、本委員

会は、利益の衡平性を確保する観点から、処分施設を立地した地域が

発展することを国民を代表する国が応援していくべきものと考えます。

そこで、経済産業省、ＮＵＭＯ及び電気事業者は、処分施設を立地し

た地域の発展の在り方の多様なモデルを、国民からも広く意見を求め

て検討して参考として提示するなどの工夫を通じて、そうした地域の

発展に国民が関心を有しており、関係者がその取組にパートナーとし

て参加していく意図を有していることを明らかにしていくことも検討

されるべきです。 
 
（４）ＮＵＭＯの機能の充実 

ＮＵＭＯは、高レベル放射性廃棄物の地層処分事業を長期にわたり

安全かつ確実に実施するための組織として設立されました。このよう

な組織として十分な社会的信頼性、技術開発能力、立地戦略等の企画・

立案能力、情報提供・説明能力等を適切にかん養してきているかを評

価し、必要に応じて更なる機能の充実を求めるなど、国は、特定放射

性廃棄物の最終処分に関する基本方針を踏まえて、ＮＵＭＯに対して

適切な指導・監督を行うべきです。 

 

以上 


